
事業承継に関する現状と課題 及び 
事業承継ネットワーク事業について 

平成29年６月 
 

静岡県事業承継ネットワーク事務局 



中小企業の数はこの15年間で約100万者減少。リーマン
ショック後に急減したが、直近の2年間は減少ペースが緩やかに。 

経営者の高齢化が進展。年齢のピークは66歳に。 
2020年頃には平均引退年齢（70歳）に達する。 

経営者の年齢別に見た事業承継の準備状況 

70代、80代の経営者でも、半数以上が事業承継の準備が
終わっていない。早期着手を促す必要あり。 

（出典）中小企業庁委託「中小企業における事業承継に関するアンケート・ヒアリング調査」（201６年２月、㈱帝国データバンク）（再編・加工） 

 事業承継の現状と課題 

79  77  

32  29  
23  

16  

75  72  

27  29  
23  

18  

76  
68  

26  
32  

20  21  

82  

65  

21  

38  

18  
25  

売上高を伸ばして
いく必要がある 

雇用を維持･拡
大していく必要が

ある 
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ていく必要がある 

自社の成長は市
場の成長に依存

している 

成長には､ﾘｽｸを
伴う行動が必要
であるし､積極的
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ﾘｽｸを伴ってまで
成長はしたくない 
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(％) 

経営者年齢が上がるほど、投資意欲の低下やリスク
回避性向が高まる。 
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事業承継ネットワーク構築事業の概要 

○円滑な事業承継を促すため、国のバックアップの下、県がリーダーシップをとり、地域の商工会・商工会議所、金融 
 機関、士業等のネットワーク化を図る。 
○早期・計画的な事業承継準備を促すため、 「事業承継診断」の実施等を通じ、事業承継ニーズを掘り起こす。 
○他の支援機関、よろず支援拠点や引継ぎセンター等の公的機関と連携して事業承継をシームレスにサポート。 

【かかりつけ医】 【総合医】 【専門医】 

中
小
企
業
（
経
営
者
） 

Ｍ＆Ａ等の支援が必要な場合 

経営支援と一体となった事業
承継支援等 

事業承継診断 

意識低い 

必要に応じて事業承継診断を実施 

相談 

 
よろず支援拠点 

47ヶ所、CO47人、SCO361人 
 
 

ＤＭによる自己診断を送付 

相談 

ミラサポ専門家派遣 
 
 
 
 

登録専門家7,466人 
（うち事業承継専門2,279人） 

（ 

 
事業引継ぎ支援センター 

 
 
 

ＰＭ29人、SＭ46人、 
専門相談員26人 
 

Ｍ＆Ａ等支援 

経営の可視化、磨き上げ、 
事業承継計画作成支援 

商工会 
1,661ヶ所、経営指導員4,104人 

士業等専門家 
 税理士 約7.4万人、 会計士 約3.5万人 
 弁護士 約3.5万人、診断士 約2.3万人 

金融機関 
約550機関、約2万店舗 
 （信金・信組で約9000店舗） 

商工会議所 
515ヶ所、経営指導員3,437人 

同業種組合 
全中会員団体 約2.7万団体 

事業承継ネットワーク 
（47都道府県毎） 

意識高い 

親族内承継が必要な場合 

地域PF 
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事務局：静岡商工会議所 
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ネットワーク構成メンバー  

事業承継診断の実施 （気づきの付与と課題の特定）  

課題が特定できた 課題が特定できない 
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初期相談対応
□親族内承継に関する状況把握・課題聴取

□後継者不在事業主からの状況把握・課題聴取

会社内用調査
□会社の経営状況や資本関係等の把握

□知的資産経営報告書の作成

後継者教育
□後継者・若手経営者育成カリキュラム

□個別指導

事業計画策定

□事業承継計画の策定支援

□経営改善計画の策定支援、モニタリング

□事業再生計画の策定支援、モニタリング

会計・税務

□自社株評価額の算定、アドバイス

□相続税・贈与税等に関するアドバイス

□経営承継円滑化法（納税猶予等）の活用支援

法務

□相続・遺言等への対応

□会社法の活用支援

□登記関連業務

専門家の名前と得意分野をリスト化

使えるツール 
 

・ミラサポ 
・引継ぎセンター専門家謝金 
・保証協会補助金外部専門家 
・よろず支援拠点Co 
・中小機構関東本部Co 

支援機関は、原則伴走型で支援 

静岡県事業承継支援ネットワーク イメージ 

専門家選定や連携先に関する相談 フォロー 
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 事業承継診断実施後の対応  
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3つの重点課題 

論点 

事項 論  点 

プレ承継支援 ・全国の事業承継ネットワークによる「事業承継診断」（ﾄﾞｱﾉｯｸ・ﾂｰﾙ）を通じた早期取組の促進 
・専門家を派遣し、後継者が継ぎたくなるよう経営の見える化、磨き上げを支援 

 
承継支援 
 

・小規模案件のＭ＆Ａマーケット形成、民間の担い手育成、事業引継ぎ支援センターの体制強化 
・サプライチェーンの維持・強化のために、親企業が取引先企業の事業承継を支援するよう促進。 
・地域の再編・統合を通じた強い中小企業の育成（地域ファンドの活用等） 
・後継者不在の小規模事業者と起業家とのマッチング（創業・ＵＩＪターン施策を行う市町村との連携） 
・経営者保証ガイドラインや再生手法の活用などによる円滑な引退が可能な環境整備 

ポスト承継支援 ・承継後の経営革新や新分野展開、地域の事業統合等の促進。 

支援体制構築・強化 ・県主導の事業承継ネットワークの構築。専門家の支援能力の可視化・高度化。 

 
以下の論点について来春までに検討して具体化し、今後５年程度で集中実施。 

・早期・計画的な承継準備の促進 
・経営の見える化、磨き上げ支援 

・団塊世代の円滑な引退・承継 
・後継者が継ぎやすい環境の整備 

プレ承継支援 

・多方面からの後継者マッチング 
・支援策の拡充（税、金融等） 

・黒字廃業の回避 
・産業・地域等の維持・強化 

承継支援 

・承継を契機とした経営革新や
新分野展開等の支援 

・承継を契機とする成長・発
展、経営力強化・生産性向
上 

ポスト承継支援 

¸ 団塊経営者の引退期を間近に控え、事業承継に関して取り組むべきことを今後5年程度で集中的に実施する。 

 
以下の３つの重点課題について、それぞれ対応。 

【課題】 

【政策対応の方向性】 

中長期的な検討事項（事業承継対策の集中実施） 

5 


